
注記

【重要な会計方針】

１．運営費交付金収益の計上基準

（１）事業計画で、事業の内容と運営費交付金で措置された予算額との対応関係が明らかにされ

    ているものについては、業務達成基準を採用している。　

退職準備研修費、健康診断費、退職手当等。

（２）事業計画で、業務の実施と運営費交付金で措置された予算額とが期間的に対応しているも

    のについては、期間進行基準を採用している。　

人件費（給与費）、物件費、心の健康対策費等。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

      定額法を採用している。

      なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりである。

建物 ２～５０年

構築物 ２～２０年

車両運搬具 ４～　６年

工具器具備品 ２～１５年

      また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額及び減損損失相

    当額については、損益外減価償却累計額及び損益外減損損失累計額として資本剰余金から控

　　除して表示している。

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

      定額法を採用している。

      なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間５年以内に基

    づいて償却している。

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

   当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」

（平成27年1月27日）改訂）並びに「独立行政法人会計基準及び独立行政法人会計基準注解に関す

置を適用していることから、改訂前の第８１（注解６０）を適用している。

るＱ＆Ａ」(平成28年2月改訂)（以下、独立行政法人会計基準等という）を適用して、財務諸表

等を作成している。　

（３）リース資産

　収益化単位の業務及び管理部門の活動ごとの見積り費用と実績費用の管理体制を構築する

ことに一定の期間を要するため、経過措置を適用し、改訂前の「独立行政法人会計基準」第81

（注解60）に基づく業務達成基準及び期間進行基準を採用している。

　ただし、「独立行政法人会計基準」第８１（注解６０、注解６１）の規定については、経過措



３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

      退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引

    当金は計上していない。

      なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、退職一時金

　　に係る期末在籍者の期末要支給額の当期増加額から、退職者に係る前期末要支給額を控除し

　　た額を計上している。

４．賞与引当金及び見積額の計上基準

      賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上

    していない。

      なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、独立行政法人会計基

    準第８８に基づき計算された賞与引当金の当期増加額を計上している。

    

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法

      最終仕入原価法による低価法を採用している。

６．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

      政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

７．消費税等の会計処理

      消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

【貸借対照表関係】

１．  機構役職員(出向者を除く｡）が自己都合により退職した場合に､財源措置が予定されている

【損益計算書関係】

    ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、△4,142,087円であり、当該影響額を除い

【キャッシュ・フロー計算書関係】

資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 現金及び預金勘定

資金期末残高

　　 た当期総利益は58,006,342円である。

　平成28年4月１日付け事務連絡「「マイナス金利付き量的・質的金融緩和」の導入を

    退職給付見積額 375,653,575円

２．　翌期の運営費交付金により、財源措置が予定されている賞与見積額

163,078,618円

定の取扱いについて（留意事項）」(総務省行政管理局、財務省主計局法規課公会計室)

受けた平成２７事業年度財務諸表における行政サービス実施コスト計算書の機会費用算

に基づき、0%で計算している。

192,540,501円

192,540,501円



【金融商品の時価等の開示に関する注記事項】

１．金融商品の状況に関する事項

　　当法人は、資金運用については短期的な預金に限定し、借入等により資金を調達していない。

　　　現金及び預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、

　　　未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

【資産除去債務に係る注記事項】

　当法人は、事務所（本部、横田支部、横須賀支部、京丹後支部及び沖縄支部並びに呉分室）の

不動産賃借契約に基づく、退去時の原状回復に係る債務を有しているが、当該債務に関連する賃

借資産の使用期間が明確でなく、現時点において将来退去する予定が不確定なため、資産除去債

　そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していない。

差額
計上額

　　帳簿価額によっている。

(166,891,532) (166,891,532) -

　　当該帳簿価額によっている。

（２）未払金

（注）負債に計上されているものは、（　）で示している。

（２）未払金

務を合理的に見積もることができない。

（１）現金及び預金

（１）現金及び預金 192,540,501     192,540,501     -

貸借対照表
時価

２．金融商品の時価等に関する事項

　　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

（単位：円）


